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第 3章◆平成 16年財政再計算結果との比較

第 3章 平成 16年財政再計算結果との比較

本章では、公的年金各制度の財政状況をより的確に把握するため、積立金や財政指標について、

実績と平成 16年財政再計算結果を比較する。

1 財政計画と比較する際の留意点

平成 16年財政再計算時に作成 された財政計画上の将来見通 しと実績を比較する際に

留意すべき点は、次のとお りである。

① 全額支給停止 となる者の取扱い

将来見通 しは、各制度 ともに受給者 (受給権者から年金が全額支給停止 となる者を

除いたもの)について作成 されていることか ら、本章では、将来見通 しの比較対象 と

なる実績についても受給者ベースのものを使用する注
。

注 年金扶養比率を比較する際も、分母は受給権者数ではなく受給者数とする。        '

② 被保険者数・受給者数の取扱い

厚生年金 と国民年金の平成 16年財政 11手計算では、被保険者数・受給者数の将来見通

しは、年度末の人数ではなく、前年度末の人数 と当年度末の人数を｀
「 均 した年度‖l平

均人数により示 されていることから、本章では、両‖il度 の被保険者数・受給者数の実

績は、前年度末の実績 と当イ
1■度末の実績を14均 したイli度問平均人数を使用 し、将来兄

通 しと比1交する。

③ 厚生旬i金の実績の取扱い

本章では、厚生年金の決算ベースの実績に以下の修 iEを 加えた 「実績推計」を作成

し、将来見通 じと比較する。

1)厚 41年金基金の代行部分の取扱い

厚′L年金の 14成 16年財政再計算では、厚生年金基金が代行 している部分を含めた   ・

厚生年金1:J度全体について将来見通 じが作成 されていることから、以下のとお り修

lIを力‖える。

○ 保険料収入に厚生年金基金に係る免除保険料を加える。

○ 給付費に厚生年金基金から給付されている代行給付額 (年度末の最低責任準備

、金を算出する際に用いられている額)を力‖える。

○ 積立金額に厚生年金基金の最低責任準備金を力機え、運用収入にその修正等によ

り発生 したであろう運用収入を加える。
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○ 収入から解散厚生年金基金等徴収金を控除する。

2)国庫負担繰延額などの取扱い

将来見通 しにおいては、積立金額に国庫負担繰延額などの未収部分が加算 された

ものとして作成 されていることから、以下のとお り修正を加える。

○ 積立金額に国庫負担繰延額を加え (平成 17年度までは公社未移換積立金残高も

加える)、 運用収入にその修正等により発生 したであろう運用収入を加える。さら

に、横立金に独立行政法人への出資金の うち将来の給付費等への充当を予定して

いる分を力||え る。

○ 収人から積立企相当額納付金及び積立金 より受入を除き、独立行政法人福祉医

療機構納付金 (平成 18年度については年金資金運用基金資産承継収入)を控除す

る (平成 17イ |=度 については、その他支出から財政融資資金繰上償還等資金財源を

1空 1除づ
~る

)。

3)基礎年全部分の取扱い

将来見通 しにおいては、給付費は基礎年金交付金相当の部分等を除いた独自給付

部分について示 されていることから、収入か ら基礎年金交付金及び職 j或等費用納付

金を、給付費から基礎年金交付金利1ソ1額及び職 j或等費用納付金相 )'1雀1を控除する。

④ 111民 年金の実績の取扱い

本 11で は、国民年金の決算ベースの実績に以下の修 正を加えた 「実紺i推諄卜」を作成

し、 1子 メ()也通 しと士ヒ1交づ
~る

。

1)111庫負夕t繰延額などの取扱い

1可民年金の｀F成 16年財政 1呼 計算では、横 t金額にll・

・
l庫負担1繰延額などの未収部分

が加算されたものとして作成 されていることから、以下のとお り修 11:を加える。

○ 積立金額に国庫負担繰延額及び独立行政法人への出資金の うち将来の給付費等

への充当を 予定 している分を加える。

○ 収入か ら績立金相当額納付金及び積 立金より受入を除き、独立行政法人福れL医

療機構納付金 (平成 18年度については年金資金運用基金資産承継収入)を控除す

る (平成 17年度については、その他支出から財政融資資金繰 L償還等資金財源を

控除する)。

2)堪礎年金自
`分

の取扱い

将来見通 しにおいては、給付費は基礎旬i金交付金相当の部分等を除いた独 自給付

部分について示されていることから、収入から基礎年金交付金を、給付費から基礎
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年金交付金相当額を控除する。

⑤ 基礎年金拠出金 0基礎年金交付金の取扱い

1)将来見通 しとの比較

基礎年金拠出金、基礎年金交付金 (報告 されている場合)の将来見通 しは、確定

値ベースで報告を受けていることから、本章では、これ らと比較する実績について

も確定値ベースのものを用いる。

2)基礎年金拠出金に係 る国庫・公経済負担の取扱い

平成 16年財政 l呼計算の将来見通 しにおける平成 17～20年度の基礎年金拠出金に

係 る国庫・公経済負‖1については、平成 16年改正に基づき各制度 とも拠出金の (1/3

+11/1000)相 当額 として見込まれているが、その後の制度改正により、平成 17年

度以降の当該国庫 。公経済負|:!が 引き上げられていることから、14成 17年度以降の

比較にあたつては、各制度の将来見通 しに、可′成 16年改正後の基礎年金拠出金に係

る国庫 。公経済負担1の 引上げを反映 させたものを用いる。なお、特別国庫負担につ

いては、特に考慮 していない。

⑥ 給付費の取扱い

厚41年金 と国民年金における給付費の将来見通 しは基礎年金交付金に係る湖S分等を

含めずに作成 されていることから、本章では、全制度 とも給付費の実績 と将来見通 し

との比 1交はイテわず、代わ りに 「実質的な文出」 との比較を行 う。

⑦ 積立金等の取扱い

運用収入、収支残及び積立金は、時価ベースで記述 し、簿価ベースについては、そ

の旨を明示 して記述 している。

③ 実績 と将来見通 しとの乖離

将来見通 しについては、厚41年金は平成 13年度末 (平成 14年度実績 も反映)、 国共

済、地共済は平成 14年度末 (14成 15旬i度実績 も反映 )、 私学共済は平成 15年度末の

データを基礎 として作成 されている。彼保険者数や横 立金のようなス トックデータの

実績 と将来見通 しとの乖離は、毎年度発41iす る乖離が累積 したものであることか ら、

将来見通 しの作成の基礎 となるデータ年度か ら、将来見通 しが公表される最初の年度

までの将来見通 しについても、実績 との比較を検討する必要がある。

⑨ 国共済 と地共済の取扱い

田共済と地共済は、決算はそれぞれ lllll別 に行われているものの、平成 16年度からの

財政単位の一元化により、財政再計算では国共済 と地共済を ‐
体として取 り扱った将
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来見通 しが示 されているとともに、参考として、国共済、地共済各々の将来見通 しも

示 されている。

本章では、国共済及び地共済の決算 ヒア リングの結果を入に国共済・地共済合算分

(「 国共済 +地共済」 と表記)の数値を作成 し、国共済、地共済それぞれに加え、「国

共済十地共済」についても実績 と平成 16年財政再計算結果を比4交する。

(参 考)マ クロ経済スライ ドについて

平成 16年改正では、マクロ経済スライ ドにより給付水準を自動調整する仕組みが導入され

たが、物価スライ ド特例 (平成 12～ 1′1年度の 3年間、消費者物価指数が低下したにも関わら

ず、年金額を引き下げずに据え置く特例措置)に よる物価下落率の累積分 (1.7%)が解消さ

れるまでのrり は、マクロ経済スライ ドは倦IIJJさ れないこととなつている。

なお、平成 17～ 20イ li度については、物価スライ ド特例が解消されなかったため、マクロ経

済スライ ドは発動さオtな かった。

2 積立金の実績と将来見通 しとの乖離の分析

本節では、被用者年金について、平成 20年度末の横 Lヽ金の「実績」が「将来見通 し」

と乖離 した要因を分析する。

なお、｀
「

成 16イ [:財政 1呼 計算における 「将来見通 し」には、 1`4成 16イ
「

改lli後 に行わ

れた平成 1711度以降の基礎イ
|■金の国庫・公経済負夕1の 引 llげが反映 されていないこと

から、このり1上げ分を反映させたものを推計 し、「1子来見通 し」を補 ll:す ることによっ

て、生 じた乖離か ら控除 している。推計方法の詳細は、章木の補遺 1を参照のこと。

(1)積 立金の実績と将来見通 しの乖離

い1民年金を含めた各制度における積 立金の実績 (実績推計)と 将来見通 しの乖離を

みると、運り‖環境が好調だつた 14成 17年度、18年度では、実績 (実績推計)が将来

見通 しを lil,!|つ ていたが、平成 19旬 1度以降低迷する連ナH環境の影響を受け、平成 20

年度では、厚生イ11金 △4.6%、 国共済+地共済△7.4%、 私学共済△8.4%、 国民旬i金△

2.6%と いずれの制度においても実績 (実績推計)が将来見通 しを ド回る状況となって

いる。なお、国共済、地共済別にみると、国共済△7.0%、 地共済△7.5%で、いずれ

も実績 (実績推計)が将来見通 しを ド回つている。 (区1表 3-2-1)

将来脚1代の保険料負担を軽減する役害1を担っている積立金は、それか ら生ずる運用

1又 人の活用 とその取励iし により、将来此代の保険料負担の軽減度合いを変えることに

なる。 このため、積 、上金の実績 と将来見通 しとの乖離は、年金財政に影響を与える |∫

能性がある。ただ し、積立金の実績が将来見通 しを下回つていても、支出等も同じよ
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うに下回つていれば、将来見通 しを見直す必要がない場合 もあるので、実績 と将来見

通 しとの差のすべてが年金財政に影響を与えるとい うわけではない。

図表 トル1 積立金

年度末

積立金

厚生年金 国共済十地共済

実績推計 1 再計算

①  l  ②

差  : 害1合

①―② l(①一②)/②

実績  1 再計算

①  l  ②

差  : 割合
①―② :(①―②)/②

平成

16

17

18

19

20

[171.3]  1675  [3.8]  [23]

[174.5]      1640      [105]       [6_4]

[173.6]      161 1      [125]       [78]

[164.4]      158.8       [56]       [3.5]

[149.9]   1571  [△ 72]  [A461

ソじF弓ツじ円 億 円   億 円   億 円    %
467,652                  2,591        06

[475,228] 465,061 [10,167]  [2.2]
475,662                  10,323         22

[504,635]    465,339    [39,296]       [84]

485,208                 16,379        35

[512,409]    468,829    [43,579]       [9.3]

489,669                 16,052        3.4

[487,537] 473,617 [13,920]  [2.9]
480,911                   1,204         0.3

[414,212]  479,707 「△35,495]  [△ 7.4]

年度木

積立金

国共済 地共済

実績

①

再計算

②

差

①一②

害1合

(① ―②)/1'

実績  | 1与計算

①  l  ② '皇

  :  割合

①―② l(0-②ソ0
平成

16

17

18

19

20

億潤   億 円   億円    γ)

87,034                  ∠ヽ 142       ∠ゝ0.2

腱8,564] 87,175 [1,389]  [1.6」
87,580                    374         04

[91,690] 87,206  k,484]  [51]
88,137                   630        0.7

[92,16J  87,508 [4,654]  [53]
88,142                   251        03

[88,95劇   87,891 [1,067]  [121
85,711               ど、2,lil l      △3.0

[82,1451   88,322 「△6,1771  [∧ 7.01

億μl   億 円   億円    γ)

380,619                 2,733        07

[386,664] 377,886 [8,77制    [23]
388,082                  9,949        2.6

[412,945] 378,133 [34,81J   [9.2]
397,071                 15,750        4.1

[420,246] 381,321 [38,92制   [10.2]
401,527                 15,802        4.1

口98,57例   385,726 [12,8531  [3.3]
395,200                  3,815         1.0

1362,0671   391,385 「∧29,318]  「△7.5]

年度末

積立金

私ず静共済 国民イ11金

実績  1 1111卜 算

①  l  ②

差

①―②

1年1合

((1)-0)/0

実績推計 : ドj計算
lll  l  ②

差  1 害J合

①―② l(0-0)/②
F`り戊

16

17

18

19

20

億 円   億 円    億 111    %)
32,102                   115        0.4

[33,079] 31,988  [1,091]  [34]
313,180                   907        2.8

[34,7301  32,273 [2,456]  [7.6]
33,834                   1,009         3.1

[35,563] 32,825 [2,7381  [8.31
34,677                  1,1134        :3.4

[34,3281  33,542   178制    [2.3]
34,366                ´ゝ46      ど、0.1

131,523]  34,412 1△ 2,8891   1∧ 8.41

りじ円    り

`円

    兆円     γ)

[117]   110   [07]   [6.7]

「12.0]       10.8       [1.2]      [11 0]

[11 7]        10.6        [1.1]       [9.9]

「10.8]        105       [0.3]       「2.5]

[10.lJ    10 4  [△ 0.3]  [△ 2.6]

注1厚生年金、国民11金の実績推計については、用語解説 1厚生年金の実績推計」の項を参照υ)こと。

`t2[]内
は、時価ベースであるしなお、平成 15～ 20年度の厚生年金。国民年金の実績のI lσ)値は、旧年金福祉事業国

からの承継資産に係る損益を含めて、年金穫立金管理運月]独 立行政法人 (17年度以前は旧年金資金運用基金)にお

ける市場運 lII分の運用実績を時価ベースで評価したものである。承継資産に係る機益分の厚生年金・国民年金への按

分は、厚生年金・lfl民年金のFLII立金の元本平均残高の比率により核分することによリイサつている。

注3平成 17年度以降の再計算の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、平成 16年改正後の引 L

げ分を反映した加11値であり、年金数理部会にて推計した。

注41国共済 1地共済Jの実績については、年金数理部会にて推計した。
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(2)運 用利回 りの実績と将来見通 しの乖離

公的年金では、長期的には、保険料や給付費が概ね名 目賃金上昇率に応 じて増減す

ることから、運用利回 りの実績 と将来見通 しとを比較する際は、名 目運用利回 りが名

目賃金上昇率を上回る部分 (以下「実質的な運用利回 り」とい う。)で比較することが

適当である注
。なお、名 目賃金上昇率には、年金額に運動するとい う意味で、年齢構成

等の変動による影響を除去 した後の一人当た り標準報llill額 の増減率を用いる。

注 実質的な運用利回り=(1+名 目運用利回り)/(1+名 目11金上昇率)-1
用語解説「実質的な運用利回り」の項を参照のこと。

図表 3-22 名 目運用利回 り 実質的な運用利回 り

″、lr it済

名 111[′ ‖利 LIIt'

た質的な運用和l回 り

17

lH

]:'

じ0

17

18

11〕

20

17

1ド

19

2()

14均

16年 11政 lll計 算 li1/p前 提

名 Hiり ll口 1「1り

17

18

19

20

名 日賃金 Ll111

17

18

19

20

実質的な運 用 利いlり

17

18

11)

20

1(1■ 平 均

Lレ I

[6.82]
[3. 1 {)J

IA3.5ll
Int.s:1

40.i7
0.01

n 0.07

40.16

17.00 |

13.09 j

Ia3..li]
[A6.5el

fn ().161

243
302
3 1H

12()

15311]

12.71)1

1∧ 0531

1∧ 3891

0.19

∠10013

∧011
′、001

lrl 161

[2.821

[∧ 0091

[△ 388]

|()911」

359  1ド ll]

402  「336]

302 「∧312J

085 [∧ 6791

()19

′、O X3

/↑ 0ゝ71

∠ヽ 1 28

339  18231
189 「4231

376 「△2731

215 [A5591

311   1()75]

4.1(i [5.i81
3.76 ll.07l
3.1,1 [a:i.81]

40.23 [47.(izj

n 0.70

n 0.82

a0.tifJ
a0.slJ

.t.rJg lri.53l

.1.62 ll.e3;
3.8.1 [A:.l,ll
o.3s ln 7.orJ I

3.:]7 10.27 |

1 1ヽ

221

251
300

113

20
21,

27

050
021

021

030

01〕

16
23
26
30

13
20
23
27

03
03
013

03

03

13
20
23
27

0:3

0i3

01]

03

013

7Ll 名日賃金 L昇率は、年齢構成の変動による影響を除いた L昇率である。
注2実質的な運用利 llllり とは、次のとおりである.

(1■ 名日運用利「1り )/(11名 日賃金 上男‐率) 1
7113 1 11プ,は 、日寺lllF′

く――スー
oル)るで、

注4厚生11金の財政計画 11の
//.目

運用利回りは、自主運用分の利回りの前提に財投預託分の運用利回りを勘案して設定し

た数値である。

llF生
`|'金
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平成 20年度 にお ける実質的な運用利回 りの実績 をみ ると、厚生年金△6.59%、 国共

済△3.88%、 地共済△5.59%、 私学共済△7.08%と なってお り、各制度 とも財政再計

算 における実質的な運用利回 りの前提 0.3%を 大きく下回 ることとなつた。

実質的な運用利回 りについて、平成 17年度か ら 20年度 までの 4年平均でみると、

厚生年金は△0.16%と なってお り、同時期の財政再計算 における実質的な運用利回 り

の前提 0.3%を やや下回つたが、国共済、地共済はそれぞれ 0.93%、 0.75%と なって

お り、財政再計算の前提 をやや上回つている。また、私学共済は 0.27%と なってお り、

財政 再計算の前提 とほぼ同程度 となっている。

(3)平成 20年度末積立金の乖離分析の方法

人 口要素
注
、経済要素

注
な どは収支 を左右 し、その結果 として生ず る収支残の累積が

積立金 を形成 してい ることか ら、人 |1要素や経済要素の実績 と将来見通 しとの乖離は

積 立金の実績 と将来見通 しとの乖離幅に影響 を与えることになる。

そ こで、運用利卜|り が人 |1要 素 と関係 なく経済要素のみ に左 イfさ れ るものであるこ

と、人 に1要素はもっば ら運用収入以外の収支残に影響す るものであることに着 日して、

横 立金の乖離 をまず、

○運用利回 りの実績が将来見通 しと異なつたことで発生 した乖離

○運用lll入以外の収支残が将来見通 しと異なったことで発41した乖離

に多)け ることにう
~る

。

湖1 人口要素には将来人「l、 死亡率、被保険者数見通し、人権率、脱退率などがある。経済要素は11

に名日賃金 上昇率、物lllli li昇 率、名田運用利回りである。

具体的には、平成 20年度末の積立金の実績が将来見通 しと乖離 した要因を次のよ う

に分 け、それぞれが寄 lJ‐ した分 を計算す る
..1

0｀F成 16年度末の積 立金が将来見通 しと異なった ことおL2

0平成 17～ 20年度の 「運用収入以外の収支残」
注3が

将来見通 じと異なったこと

○平成 17～ 20年度の名 ‖運用利 llllり が将来見通 しと異なつたこと

注 1 各要因が平成20年度末の積立金の実績と将来見通しとの乖離に寄与した分の計算方法は、章

末の補遺2参照のこと。なお、 ・般的に、寄与分の計算結果は、計算方法によつて若干変動する

場合があるが、本節では、補遺2で示した算式 。計算順によつて計算したものである。

潤12 各市り度の将来見通しは平成 17年度以降について作成されているため、平成 16年度以前に遡

って乖離の内訳を計算していない。

注3 運用収入以外の収支残とは、運用収入以外の収支項目でみた収支残のことである。
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さらに 「名 目運用利回 りが将来見通 しと異なったこと」の寄与分を

○実質的な運用利回 りが将来見通 しと異なつたことの寄与分

○被月]者年金制度全体の名 目賃金上昇率が将来見通 しと異なつたことの寄与分 (実

質的な運用利回 りは将来見通 しどお り)

に、「運用収入以外の収支残が将来見通 しと異なったこと」の寄与分を

○名 日賃金上昇率注1が
将来見通 しと異なったことの寄与分

○名 日賃金上昇率以外の経済要素
注2が

将来見通 しとjlな ったことの寄与分

○人 口要素等が17来見通 しと異なったことの寄与分

に分け、それぞれの寄与分を計算 した注3。

.注 1 ドj評価率表の改定中二i(年金額のlt金 スライ ド)を規定する基礎となる企被用者年金制度でみた

1人 当たり名「111金上昇率である.

712 1)保 1倹料収人に直接影響する:11該制度の 1人当たり名卜l tt全 ll昇率と、全被用者年金制1■でみ

た 1人 当たり名IJ賃金 11ケ「率との差、2)毎年υ)年 金改定率 (物価スライ ド率等)と 全被用者年金

制度でみた 1人 当たり名卜1賃金 11)「率との差、の 2つからなる、ァなお、運りll収 入以外の1又 支残に

実質的な運用利|● |り は影響 しない。

た13 il・算方法の詳細‖は 11木のれわ遺 2参 1{(の こと。

なお、共済各制度の積 、ア金や運用収人の実績 には簿価ベース及び時価ベースがある

が、両者について乖期1分析 を行った。 この際、本来簿価 、時価別の概念のない運用収

入以外の収支残のベースを,li者 で合わせ るため、簿価ベースの運用収入には 1卜:味運用

‖又人注
を用いることとした。

注 本報riに おける共済11度のlH味運用収入とは、決算 11の運用収入 (簿価ベース)か らイ「価証券売
却損等の費用を減じた収益額である(,

私学共済は、平成 18、 19年度に固定資産についての損益外減損処理を行つているが、

本乖離分析上は年度末において当該処Flを 一括処理 した もの としている。
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図表 3-2-3 「平成 20年度末積立金の実績 と平成 16年財政再計算における将来見

通 しとの乖離状況」における分析の流れ

⇒
⇒

吟
⇒

⇒
⇒

⇒
⇒

7年度 に係 る名 目

将来見通じと共なつたこと
こよる寄与分

に係る実質的な■||■

孵暑ι翼誉騨蟻
8年度に係る名目賃金上昇率

見通しと異ならたこと
1よ る

9年度に係る名目賃金上昇率

将来見通嗅と異なつたこと
こよる寄与分 |||

に係る.名 目賃金上‐
4・率

通しと異なった
.こ

とヽ
こよる寄与分■■

☆ 損益外減損処理

郡
麗

―

と

，融一摯
矮
一

じ
一与一つ

名‖運用利回りと実質的な運用利回 り′)関係

名‖運用利回 り 実質的な運用利 ll・ lり
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(4)乖離分析の結果

図表 3-24は 、乖離分析の結果を発生要因別にまとめたものである。

厚生年金における積立金の実績 と将来見通 しとの乖離の割合 (将来見通 しに対する

乖離の割合)△ 4.6%を発生年度別にみると、平成 16年度以前 2.5%、 平成 17年度 3.9%、

平成 18年度 1.0%、 平成 19年度△4.0%、 平成 20年度△8.0%と なっている。国共済

十地共済、私学共済でも同様の状況にあり、国共済十地共済では、全体の乖離△7.4%

に対 し、平成 16年度以前 2.1%、 平成 17年度 5.5%、 平成 18年度 0.6%、 平成 19年

度△5.5%、 平成 20年度△10.1%、 私学共済では、全体の乖離△8.4%に対 し、平成

16年度以前 3.1%、 平成 17年度 3.5%、 平成 18年度 0.5%、 平成 19年度△5.0%、 平

成 20年度△10.5%と なっている。発生年度別では、各制度 ともに、平成 18年度まで

は破立金の増加に、平成 19年度以降は積立金の減少に寄与する結果 となっている。

平成 17年度以降に発生 した村i立金の乖離について発41要因別にみると、

1)名 日運用利回 りによる影響は、乖醐1の 大部分を占めてお り、積立金の減少に大き

く寄与 したこと

2)名 目運りll利 |1可 りの うち、実質的な運用利回 りの影響は積立金のよ韓加に寄与 したが、

名 日賃金上昇率の影響が積立金の減少に大きく寄与 したため、全体 として積立金を

減少 させる方向に作用 したこと

3)運 用収入以外の収支残の うち、名 日賃金上昇率以外の経済要素の影響は、各制度

ともに村it金の減少に寄 与したこと

4)厚 生イF金では平成 18年度以降、人日要素等の影響が積立金の1曽加に寄与 している

こと

などが表れている。

各制度 とも名 H賃金上昇率以外の経済要素が積立金の減少に寄 ′テしたのは、猛 日賃

金上昇率に対する年金改定率の比率が将来見通 しより大きかつたことによる影響 と考

えられる。

また、IJ共済、地共済については、被保険者数の実績が将来見通 しを下回つたこと

により積 立金が減少する方向に作用 しているが、人「1要素については、将来見通 しと

乖離すると、ただちに将来見通 しの水準に回復するとは考えにくいため、この乖離が

財政に与える影響について留意が必要である。
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図表 卜か4 平成 20年度末積立金の実績 と平成 16年財政再計算における将来見通 しと

の乖離に対する各発生要因の寄与分

将来見通しとの の発生要因 私学共済

億 円 億 円 億 円
③20年度末積立金の将来見通しとの乖離

72

① 16年度末積立金の乖離分 [39

に係る発生要関の寄与分計)
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7L[」内は、時価ベースである。また、ll～⑨、☆、☆は、図表 323、 図表 326′)`"～⑨、☆、★に対応する。
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平成 20年度末 の将来 100とした の害1合
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第 3章◆平成 16年財政再計算結果との比較

(5)「実質」でみた財政状況

公的年金では、長期的には保険料や給付費が概ね名 目賃金上昇率に応 じて増減する注

ことから、積立金が名 目賃金上昇率の差によつて予測か ら乖離 しても、実質賃金上昇

率等が変わらなければ長力]的には概ね財政的に影響はないと考えられる。

そこで、平成 20年度末積立金における乖離について、財政的な影響が小 さいと考え

られる 「猜 目賃金上昇率が見通 しと乖離 したことの寄与分」を除き、実質ベースでの

乖離状況をみる。

図表 トン5は、将来見通 しにおいて名 目賃金上昇率の実績 との違いを除いた場合の

積立金の推計1虹 と実際の積立金 との乖離を名 目賃金上昇率以外の 3要因でみたもので

ある。これ ら3要因に平成 16年度末積立金の乖離分を加えたものをみると、厚生年金

6.4兆 円 (4.0%)、 国共済十地共済 4,387億 響](0.9%)、 私学共済 262億円 (0.8%)

となってお り、財政影響 としてはプラスに働いている。

注 年金給付費に対する賃金 11昇 率、物lllll上 昇率の影響については、章末の相i遺 3参照のこと。
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第3章◆平成 16年財政再計算結果との比較

図表 3-25 平成 20年度末積立金の実績 と平成 16年財政再計算における将来見通 じと
の乖離に対 し、実質的な運用利回 りや人 口要素等が将来見通 しと異なったこ
と等が寄与 した分
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第 3章◆平成 16年財政再計算結果との比較

図表 3か6 平成 20年度末積立金の実績と平成 16年財政再計算における

将来見通しとの乖離状況

【将来見通しを基準 (=100)に して表示】

①    :年 度末積立金が将来見通しと異なつたことの寄与分

②,④,⑥,③  :名 目運用利回りが将来見通しと異なつたことの寄与分

會    :実 質的な運用利回りが将来見通しと異なつたことの寄与分

3    :名 目賃金上昇率が将来見通しと異なったことの寄与分

③,⑤,②,⑨  :運用収入以外の収支残が将来見通じと異なったことの寄与分

私学共済☆,★  :損益外減損処理 (年度末一括処理)

注  「運用収入以外の収支残が将来見通じと異なつたことの寄与分」について、さらに分離す

ることに関してはここでは省略している。

図表の見方 《例》

○「実績」と「名目賃金上昇率の違いを除いた場合の推計値」の差力薄
~~~¬

実質ベースの乖離を示す。

△=ス
の乖離

将来見通し 名目賃金上昇率の違い

を除いた場合の推計値

1文1表 3-2-6の 見方

○ 各制度の図の右端の棒グラフ (名 国賃金 _11昇 率の違いを除いた場合の推計値)は、左端の棒グ

ラフ (平成 16年財政再計算における平成 20年度末積立金の将来見通 し)について、名同賃金上

昇率を財政再計算の前提から実績の数値に置き換えて算出した場合の推計値である。

○ 中央の棒グラフ (実績)と 右端の棒グラフ (推計値)の高さの差分は、平成 20年度末積立金

についての実績と将来見通との実質ベースの乖離を示 し、図表 3-2-5の 「寄与分ア～工の合計」

にほぼ 一致する。

- 100 -



第 3童◆平成 16年 財政再計宣結 異 ルの 趾鉢

名目賃金上昇率の違い

を除いた場合の推計値

将 来 実績
見通し

絆 楽 実績
見通じ

41来  実績
見通し

厚
生
年
金
［
時

価

ベ
ー

ス
］

００

　

　

　

　

　

　

　

　

　

９３

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

８５

国
共
済

＋
地
共
済
［
時
価
ベ
ー

ス
］

国
共
済
［
時
価

べ
―

ス
］

20年濃

92

名目賃金上昇率の違い

を除いた場合の推計儘

名目賃金上昇率の違tヽ

を除いた場合の推計値

16年度  17年 度

- 101 -

16年 度  17年 鷹



第 3章◆平成 16年財政再計算結果との比較

度

10年度

19年艘

20年 度

地

共
済
［
時

価

ベ
ー

ス
］

92

r⇔
三

名目資金上昇率の違い

を除いた場合の推8+饉

名目賃金上昇率の違い

を除いた場合の推1+値

将 来 実績
見通し

００

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

９２

　

　

　

　

　

　

　

　

８５

私
学

共
済
［
時

価

ベ
ー

ス
】 将 来 実績

見通し

16年 度  17年度

- 102 -



第 3章◆平成 16年財政再計算結果との比較

国
共
済

十
地
共
済
［
簿

価

ベ
ー

ス
］

国
共
済
［
簿

価

ベ
ー

ス
］

名目賃金上昇率の違い

を除いた場合の推計値

- 103 -



第 3童◆平成 16年財政再計算結果との比較

⑥

⇒
¨

伽赳
脚皇__― ‐ 鰺

地

共

済
［
簿

価

ベ
ー

ス
］

名目賃金上昇率の違い

を除いた場合の推計値

フヽ年度

18年度

19年度

私
学

共
済
［
簿

価

ベ
ー

ス
］

20年度

91

名目資金上昇率の違い

を除いた場合の推8t値

- 104 -



厚
生
年
金
［
時

価
ベ
ー

ス
］

国
共
済

十
地
共
済
［
時
価
ベ
ー

ス
］

第 3章◆平成 16年財政再計箕結果 との比較

図表 }2-7 平成 20年度末積立金の実績と平成 16年財政再計算における

将来見通しとの乖離状況の時系列

【将来見通しを基準 (=100)に して表示】

平成 20年度末における積立金の実績 (時価ベース :緑色)は、平成 16年度財政再計

算における将来見通し (青色)を下回つたが、平成 17年度から20年度までの間の名目

賃金上昇率の違いを除いた場合の推計値 (将来見通しの前提である名目賃金上昇率を実

績に置き換えた場合の推計値 :赤色)を上回つている。

i一

- 3

将来見通し

実績

名 1111金上昇率の違いを除いた場合のlll‐ 計値

名「l賃金_Lケ「率が将来見通しとヽ異なったことの7f与分

名目賃金上昇率の違い

を除いた場合の推31値

100

20年度
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3 財政指標の実績と将来見通 しの比較

本節では、平成 20年度末の財政指標の実績が将来見通 しと乖離 した要因を分析する。

(1)年金扶養比率

平成 20年度における年金扶養比率をみると、厚生年金では、老齢・退年相当受給者

数の実績が将来見通 しを 2.0%上回つたが、被保険者数の実績がそれ以上 (7.6%)将

来見通 しを上回つたため、国共済+地共済では、老齢・退年相当受給者数の実績が将

来見通 しを 1.4%下回つたものの、被保険者数の実績が将来見通 しを下回つた害1合が

0.3%に過ぎなかったため、私学共済では、老齢・退年相当受給者数の実績が将来見通

しを 1.2%下同つたが、被保険者数の実紺iが 将来見通 しを上回つたため (8.9%)、 年

金扶養比率の実績は将来見通 しを上回つている。

メ1表 3-31 年金扶養比率
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「
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:た糸J( |り
`i「

算
0) :(D (D② l(1,0つ′||

実績 i llJ計 算 1写 :卜算

(/)

304    30!    001     03
301    2.92   0.09    3 1

295   279   0 16     58
280   266   015    55

ツ)

192    192   0.01     03
1.88    1 86    001     08

1 80    1.78    002     0.9

1 72    1 70    002     1 1

r「 万人 r∫ 万人 百万人   %
330    323     07     23
338   322     1 5    48
3`16    322     24     75
31.4   32.0    24     7.6

ri万人 百万 人 百万人   %)
10.9    10.6     0.2     2 0

112   11 1    02    16
117   115    02    17
12 3     12 0      0.2      2 0

千人  千人  千人   ツ)

1,151   4,165   ∠ヽ 14   ∠ゝ03
4,112   1,114   ∠ヽ 2   ∠ゝ 0.1

4,050   4,062   ∠ヽ 11   ∠ゝ03
3,999   4,012   ∠ヽ 13   r、 03
千人  千人  千人   %

2,158   2,171    △ 13   ∠ゝ 0.6

2,190   2,207   ∠ヽ 18   ど、08
2,2rD()  2,277   /↑ 、27   ∠ヽ 12
2,I〕 31   2,364    A33   /へ、1.4

私学
't済

(J/r,

199    199   0.00    02
1 94    1 93    001     o.6

1.86    1.84   002     09
1.75    1 74    0.02     09

ツ}

586   570   0.16    2.9
564    5.40   024     44
5.42    5.09   034     67
520    `1.72    048    10.2

千 人  千 人  千 人   9イ ,

3,069   3,092   A23   ど、0.7

3,0135   13,054    /ヽ 18   ∠ゝ06
2,992   3,014    A22   /へ 、0.7

2,946   2,976   A31   /)、 1,0

千人  千人  千人   %
1,540   1,555   A15   、́1.0

1,566   1,584   A19   ∠↑ゝ1.2

1,613   1,640   A27   /ヽ 1.7

1,682   1,714   、́32   ∠全、1.9

448    442
458    142
464    442
472    434

千人  千人

76     78
81     82
86     87
91     92

ん

３

・
５

・
９

・
９

¨

‘

１

３

４

８

一

千 人   %
△ l A15
∠ゝ 1   ∠)ゝ 0.9

△ 1 △ 1.6

△ 1 △ 1.2

- 109 -



第 3童◆平成 16年財政再計算結果 との比較

一方、国民年金では、老齢・退年相当受給者数の実績が将来見通 しを 1.4%上回つ

たが、被保険者数の実績が将来見通 しを上回つた害J合が 0.8%に過ぎなかつたため、

年金扶養比率の実績は将来見通 しを下回つている。 (図表 3-3-1)

なお、厚生年金及び私学共済では、被保険者数の増加が堅調であることから、年金

扶養比率の実績 と将来見通 しの乖離は年々拡大する傾向にある。

(2)総合費用率、独自給付費用率

(総合費用率 )

平成 20年度における総合費用率をみると、厚生年金では、総合費用 (実質的な支

出一国庫・公経済負担)の実績が将来見通 しを 0.2%上回つたのに対 して、標準報

酬総額の実績が将来見通 しを 0.6%上回つたため、総合費用率の実績推計は将来見

通 しを 0.5%下回つた。

一方、国共済+地共済では、総合費用の実績が将来見通 しとほぼ同程度であった

のに対 して、標準報酬総額の実績が将来見通 しを 11.1%下回つたため、総合費用率

の実績は将来見通 しを 12.4%上回つた。また、私学共済では、総合費用の実績が将

来見通 しを 2.2%上回つたのに対 して、標4L報酬総額の実績が将来見通 しを 1.9%下

回つたため、総合費用率の実績は将来見通 しを 4.2%上回つた。

国共済十地共済では、標準報lill総額が減少する傾向にあることから、総合費用率

の実績 と将来見通 しの乖離は年々拡大する傾向にある。 (ス1表 3卜 2、 図表 卜 3-3、

図表 卜34)

図表 3卜2 実質的な支出額

実質的な

支出額
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図表 3-3-3 国庫 。公経済負担額

暉 雛
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2,707   2,739    A32    ∧ 1.2

2,310   2,748      62     2.3
2,854    2,857     /ヽ 4    AO.1

夕I鸞 酬

 | ||

148.7

151.6

154.8

156,0

46.9   1.8   1.

492   24   1.
520   2.8   1
55.0   1.0   0

293,270 300,427 ∠ヽ 7,156   A2.“

289,166 304,110A14,944   /ヽ 、4.t

283,825 308,176△ 24,351   A7.1
277,732 312,294∠ 3ヽ4,563  /ヽ 11 1

70,654   70,460     194      03

70,337  71,(318   /ヽ980   Al.4
69,827  72,356 /↑ 、2,529    ∠ヽ 3.5

69,815  73,615 /ヽ 3,799   ∠ヽ 5.2
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第 3章◆平成 16年財政再計算結果との比較

項 目  1年 度

地共済 私学共済

難
①

再計算
②

差  1 割合
①―②  :(①―②)/②

節
①

再計算
②

差  1 割合
①―②  :(①―②ソ

成

１７

‐８

‐９

Ю

平

総合費用率

(X/W× 100)

%
16.2

168
176
19.2

%    %     %
6.0           0 2           1 3

62       06        35
65       11       66
70         2 1        126

%%%%
11 8          11 6           0 2           2 1

120       117        o3        25
124      119       0.5       43
12.7         12.2          0.5          42

淵氏)II

130
13.5

142
155

29       01       07
3.1           0 4           2.8

3 5          06          4 6

4.0          1 6         11.2

82       81       01       12
85       83       01       15
8.6       85       01       1.7
8.8          8 8          00          o 5

鰤 )II

33       31       01       39
13 3          3.1          0.2          6.6

3 5           3 0          0 5          15.4

3.7          3 1          0.6         19.2

3.6       34       0.1       4.1
3.6       34        02        50
3 7          3 1          o.4         10.8

3.9          3.4          0 5         13.6

111'戒

1 17
総 合費用 1 18

(× ) 1 19
1  20

億 円   億 円   億 ド]    %
36,147     36,861      △715      、́19
36,743      37,758     ∠

へ
、1,015       ∠ヽ27

37,720      39,003     ∠ヽ 1,283       ど、3.3

39,861      40,634      /ヽ 、773      /ヽ 1.9

億 円   億 円   億 円    %
3,125       3,098         27         0.9

3,226       13,189          37         1 2

3,356       3,282          74         22

3,197       3,420          76         2.2

列11キ
ll小

| |  ||
28,868      29,625      A757       A26
29,583     130,610    ∠

'、

1,027      ∠ヽ 3.4

30,303      131,919     /↑、1,616       ∠
へ
、6.1

32,248      3:',1301     /へ 、1,OrD3       /ヽ 、3.2

2,181      2,181         l       o0
2,271       2,268           3         02

2,343       2,350        ∠ヽ 7       ∠ゝ 0.3

2,422      2.457       /へ 35      Al.4

基
蔦lli金  | ||

7,278       7,237         42         0.6
7,160       7,149         11         0.2

7,417       7,084        333         4.7

7,613       7,333        280         38

94:3        917          26         2.9

955        921         34        37
1,013        933         80        8.6
1,074        963         111        11.5

標

鸞

酬

 | ||

222,616    229,967    ∠ヽ 7,1351       /へ 3.2

218,829     232,792    /↑ 、11),963       /ヽ、6.0

213,998     235,820    A21,822       A9.3

207,916     238,680    A30,763      /ヽ 12.9

26,495      26,807      A1312       Al.2

26,827     27,181      r、 354       △ 1.3

27,109     27,645      ど、536      ど、1.9

27,462      27,984      /↑ 5ゝ22       /ヽ、1.9

7111 厚生午金の実績推計については、用語解説 「ル
「 生年金の実績推計jの I質 を参照のこと。

7L2 基礎 4‐

「
金費用の実績値の算出にメ11い る基礎年金拠出金は決算ベースσ)値である。

注 3 ,j計算の数値は、基礎年金拠出金に係る卜1川i・ 公経済負夕1に ついて、14成 16年改正後σ)引 Lげ分を反映 した加

111両 であり、年金数理部会にて推計した。

河14 総合費丼lと は I実質的な支出 ‐
ll l庫

。公経済負担J′)こ とで、総合費用率の算出に使用]さ れる。

715 独自給付費用とは 1実質的な支lll lll庫・公経済負担 基礎年金拠 ||1金 (国庫・公経済負lll分を除く)|の こと

で、利1自 給付費用率′)算‖1に使用される。

注6 基礎年金費月1と は 1基礎午金拠||1金 (同庫 。公経済負和1分 を除く)υ )こ とで、 Jlt‐ 礎年金費用率の算は1に使用さ

オじる。

注 7  1国 共済 1地共済 1の実績については、年金数理部会にて推計 した。

(独 自給付費用率と基礎年金費用率 )

総合費用率を独 自給付費用率と基礎年金費用率に分けて、それぞれの実績 と将来

見通 しを比較すると、

○ 厚生年金では、独 自給付費用率の実績が将来見通 しを下回る傾向にあるのに対

して、基礎年金費用率の実績は将来見通 しを L巨lる 傾向がみ られること

○ 国共済十地共済では、独 自給付費用率及び星礎年金費用率の実績は将来見通 し

を上回る傾向がみ られること
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第 3章◆平成 16年財政再計算結果との比較

○ 私学共済では、独自給付費用率の実績が将来見通 しとほぼ同程度であるのに対

して、基礎年金費用率の実績は将来見通 しを上回る傾向がみ られること。

となっている。 (図表 3-卜 4)

厚生年金及び私学共済では、基礎年金費用の実績が将来見通 しを上回つた影響で

共礎年金費用率が大きく乖離 しているが、これは共礎年金拠出金の単価が将来見通

しを 5.3%上回つたことに加え、基礎年金拠出金の算定対象者の実績が将来見通 し

を上回つていることによるものである。 (図表 3-3-5、 図表 3-36、 図表 33-7)

図表 3-3-5 基礎年金拠出金単価

″
ｘ

基礎11金給付費と基礎イト金根1当 給付費の合計 特別|]庫負担l額

鮒
①

再 |:「算

(2)

差  :  割合

①―② l(①一②)/②
節
①

「薦十算

②

差  1 割合

①―②  :(① ―(0)/②

平成

17

18

19

20

りじ門    り

`円

    兆 lll    〔
/)

16.9         16.8          0.1          0 5

17 5        17 4         0 1         04

1ド 2         17 9          0 3          1 4

18.9         18 6          0.3          1.6

メじ円    り
`円

    りじ円     9イ )

0 5          0.5       ∠ゝ 0.0      ∠ゝ  3.4

0.5       05     △ 00     △ 76

0.5          0 5       ∠ゝ 00      ∠ゝ 95

0.5          0.5       ∠↑、 00       ど、 92

”
ｘ

り1:礎年金拠lll金算定対象者数(金制度計) 基礎年金拠出金嗜t価

実績  | 11「 計算

(1) |  _21 '1  1 
害1合

(])②  (⊂)― _JD)/②

実績  l lli計 算

①  :  ② 'た

  : 割合

①―_2D (①―②)/②

｀
14リ ウ支

17

18

19

20

:7万 人   rf万 人   百万人     (/,

59.6        58.13         1.3         2.2

57.5       59 1       △ 1 6     A 2.7

57.3       593      ∠へ20     /全  ゝ34

56.7        586       /ヽ 、1 9      A 3.2

1lJ        ll]       「:|       (/)

22,986      213,i351     ∠ヽ  36rD      ∠、 1.6

24,626      2:;,804         822         35

25,7131      21,427       1130.1        53

27,057      25,700       1,I〕 57         5.3

711メIt礎 午金拠出金llt価 は、りit礎 年金給付費と基礎年金相当給付費σ)合計から特別111lllll負 担 (P1801'1庫 が負111す

るイリ|!Jザ tυ )2を参Л麒)を控除した額を基礎年金拠出金対象者数で除して得た額であり、名日額でル)るで,

注2実績は確定111ベースであるで、

項 目 11度 差 1割 合

(レ

1ヽ4成

17

千人

1,519

1,455

1,4134

1,.121

百 万人 百万人

11.7   12.7

11.0   13.5

104   14.1
100     139

千人  千人 %
0.8

∠↑、2 6

/ヽ、2.9

/ヽ 2.7

差 1割合
① ―② iC,90

roltiftfi.',Ei l8
rflttifli;ti 1e

I| ,)n
t *v

百万人   ツ,

/'、 1.O  A 7.6

A2.5  A18.8
/全 3ゝ.7  A26.2

A3.9  /ヽ 279
7111

71_2

7113

1  20

IJ民年金の拠出金算定対象者は、
1国共済 1地共済 |の実績については
実績は確定値ベースである.

者 (任意加入被保険者を含む)に係る分である(

午金数11部会にて推計した。

隊1表 3-36 拠出金算定対象者数

厚生イ11金 回共済 1地共済

実績 1再計算 差 1割合
① ② 1000

実績 :再 計算 差 1割合
① ② 10_211

実績 IF澪「算

百万 人 百 万人 iT万 人   ツ)

41.8    39.6     2.1     5.4

106    139.6     1.0     2.5

41.1     139 3      1.3      1.6

41.0     38.8      2.2      5 6

千人  千人  千人

.616   5.490    1255,616   5,490    125     2.3

5,371   5,(395    ∠↑、24   AO.4
5,270   5,285   /全、15   /ヽ 0.3

5,169   5,206   、́37   、́0.7

実績 1再計算

千人  千 人  千人   ツ)

4,097   1〕 ,983     113     2.8
3,916   3,900      15     0.4

3,836   3,808      28     0.7

3,748   3,746

・人  千人  千人

523    505     18     13.6

516    503     13     2.6
519    502     17     34
522    492     130    6.0
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図表 }}7 基礎年金拠出金 (特別国庫負担分を除く)

基礎年金

拠出金

厚生年金 国共済 +地共済 国共済

実績 :再計算

① l ②

差  1 割合

①―② :③-0/② 難
①

再計算

②

差

①・②

割合

①―②/②
難
①

再計算

②

差  1 割合

①―② l①-0/②

平 成

17

18

19

20

じ円  兆 円  兆 円    %
[15    11.1     04    3.7
12.0    113     07     61

12 7     11.5       1 2     10.2

t3 3     12.0      1 3     11 1

億 円

5,490

5,871

6,271

6,783

億 円  億 円   %
5,385     105     07

5,410     461     30

5,492     780      50

6,056     728      4.5

億 円  億 円  億 円   %
4,190   4,223    ∠ヽ 32   Zゝ 0.8

4,300   4,269      31      07

4,428   4,329      98     23

4,613   4,502     111      2.5

基礎年金

拠出金

地共済 私学共済 国民年金

実績 i再吉1算

①  l ②

差  : 害1合

①―② :(Э
―②/②

難
①

再計算

②

差  : 害1合

①―② :③卜②/②
難
①

再計算

②

差 :害J合

①―② :①―②/②

平成

17

18

19

20

億 円

11,300   1

11,571   1

11,844  1

12.170  1

憶絆」 億 円   %
,162     138     1 2

,141     430     39

,163     681      6 1

,554     617      53

円

４３

２４

０２

飩

億

，
４

，
５

，
６

・
６

億円  億円   %
1,414      28     20

1,436      88      6 1

1,470     132      90

1,518     176    116

兆円  兆 円  兆円   %
3.2      35    ∠ヽ03   ∠ヽ 9.1

3 2      3.9    ∠ヽ 06   ∠ヽ 160
3.2     41   ∠X09  ∠ゝ 22.3

32     4.3   △ 1.0  ∠ゝ241

注1「国共済十地共済」の実糸責については、年金数理許
`会

にて推計した。

注2実績は確定値ベースである。

(3)保険料比率

r`成 20イ F度における保険料比率 (総合費用の うち保険料収入で賄える害1合)をみる

と、厚生年金では、総合費用及び保険料収入 ともに実績が1子来見通 しと同程度である

ため、保険料比率の実績 も将来見通 しと同程度 (△0.3%)と なっているが、l lNl共 済+

地共済では、総合費用の実績は将来見通 しとほぼ同程度であるものの、保険料収入の

実績が将来見通 しを大 lllll・iに 下LHlつ ているため、私学共済では、総合費月1の 実績が将来

見通 しを上巨|っ たことに加え、保険料収人の実績が将来見通 しを下LIIつ たため、IJ民

年金では、総合費用の実績が将来見通 しを大中11に下陣|つ たものの、保険料収入の実績

がそれ以上に将来見通 しを下「Jつ たため、それぞれ保険料比率の実績が将来見通 しを

11.3%、 3.0%、 15.8%下回つている。

厚 4三年金以外の術J度 では、保険料収人の実績が将来見通 しを下回る害J合が年々拡大

してお り、その影響で保険料比率の実績が将来見通 しと乖離することとなっている。

(|ス|,表 3-3-8)
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(4)積立比率

平成 20年度における積立比率をみると、厚生年金及び国共済十地共済では、総合

費用の実績が将来見通 しとほぼ同程度であるのに対 して、前年度末積立金の実績が将

来見通 しを上回つているため、私学共済では、総合費用の実績が将来見通 しを上回つ

ているが、前年度末積立金の実績がそれ以上に将来見通 しを上回つているため、国民

年金では、総合費用の実績が将来見通 しを大きく下回つたことに加え、前年度末積立

金の実績が将来見通 しを上回つたため、積立比率の実績は将来見通 しを上回つている。

(図表 33-8)

図表 卜38 保険料比率・積立比率

項 目 1年度

厚生年金 国共済+地共済 国共済

実側借十:再計算

①  l②
差 1害」合

①―② :①H②ソ0
I∵ :十算

②
節
①

差 :害」合

①―② lCO②
実績 :rr計算

①  l②
‐‐合

∞

害

Ｏ

差

①―②
1平成

ΨII

%%%%
755     768    ∠ヽ 1 2    ∠ヽ 1 6

777     775      02     02

792     788      04      05

79 1     794    ∠ゝ03    ∠ゝ03

%%%%
842     853    △ 1 1    △ 1 3

827     857    ∠ヽ30    △35

801     858    ∠ゝ57    ∠ヽ67
755     851    ∠■96   ∠ヽ 11 3

%%%%
870     884    △ 14    △ 16

835    862    ∠ヽ27    △32
79 1     R53    ∠ゝ (う 2    ∠ゝ73

750    836    ∠■86   △ 103

●
■

ヽ
ノ

批
摯

責

＜

平 成

17

18

19

20

年 年 年 年

[62]   62 [△ 00] [△ 05]

[62]  59  [03] [53]

[60]  56 [04] [71]

[55]  54 [02] [34]

年   年   年   年

97        02   16
[9切   96 [03] [32]
97             04     38

[103] 93 [09][102]
9 5                 0 5       5 0

[101] 91 [lo][109]
91         03   34

「91]  88 [03] [30]

年   イ
|三   年   年

74            ∠ゝ02    △21

[75]   75 [△ 00] [△ 04]

71       ∠ゝ01  △15

[74]  72 [02] 聰 1]

67              ∠ゝ02    ∠ゝ34

[70] 70 [01] [10]
63             ∠ゝ03    ∠152

[61]   67 「△031[△ 43]

|｀ |ら ,,ヽ

1  17

総合費

'11 18(x) 1 19
1  20

り

`円

  りしll〕  りし円   %
278    271     07     28

282    270     03      1 1

288    281■      02     06
297    297      00     o2

億 円  億 円  億 円   %
47,9(ヽ8   18,452   ∠1481    ∠ゝ 10

49,119   19,892   ∠ゝ 773    ∠ヽ 1 6

50,813   51,562   ∠ゝ 7:9    ∠ゝ 1 5

53,768   53,778    ∠ゝ 10    ∠ゝOo

億 円  億 円  億 円   %
11,822   11,591      231      20

12,3711   12,131      242      20

13,()92   12,558      534      43

13,907   13,144      763      58

i17
Iru,tt4rll/. i ra

(Y) i 1e
Ii20

210   208   02    11
21 9      21 6       0 3       1 3

228     226      02      1 1

235    235    ∠ゝ00    ∠lo 2

,10,389   41,316   ∠ゝ 957    ∠ゝ 213

10,644   42,761  ∠ゝ 2,117    ∠ゝ50

10,708   44,254  ∠ヽ 3,511D    ∠ゝ80

10,621   45,779  ∠ゝ 5,158   ∠ゝ 11 3

10,21)0   10,249       41      04

10,333   10,164   ∠ゝ 132    ∠ゝ 1 3

10,350   10,708   ∠ゝ 358    ∠ゝ33

10,1:32   10,988    ∠ヽ 556    ∠15 1

前年度末

積立金

(Z)

17

18

19

20

[171.3] 167.s 13.81 t2.3)

1174.5) 164.0 uo.sl t6.41

[173.6] 161.1 [12.s] t7.81

llri,l.ll r58.fi tb.6l t3.sl

,167,652 2,591 0.(i

lli5,22sl 465,Ori1 [10,1ri7] Lz.2)

47 5,662 10,323 2.2

[504,635] 465,339 [39,2eri] t8.41

485,208 1ti,379 3.5

[s12,.109] 468,829 [.13,579] fe.3l
.189,669 16,053 3..1

ir87,5371 t7z,6t7 [13,920] 12.9)

87,03.1 ir742 1]0.2

ls8,5ri rl 87,r75 lr,:tsrrl t1.61

87,580 
"174 

0..1

Iei,6!)0] 87,2oti [4,.18.1] [5.1]

8r'r,137 630 0.7

lez,r6zl 87,508 l4,6s4l t5.31

88,1.13 351 0.3

[88,9581 87,rjgl lt,0{i7] t1.:l
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項 目 1年度

地共済 私学共済 国民年金

実側懺十:再計算

①  l②
差 1害」合

①―② iC②/②

実績 :再計算

①  l②
差 :害 J合

①―② :③HO/②
実績

①

再計算

②

差 1害J合

①―② :③H②)/②

1平成

鱚li

%%%%
833     84.4    △ 1 1    △ 13

825     855    △30    △36

805     860    ∠ゝ55    ∠ゝ64

757    856   △99   △ 115

%%%%
91 7     927    ∠ゝ 1 0    ∠ヽ 1 1

927     941    △ 1 3    △ 14

930     959    ∠ゝ29    ∠ヽ30
93 1     960    ∠ヽ29    △30

%%%%
857    870    ∠■13    ∠ヽ 15

791     88 1    ∠ゝ90   △ 102

78 1     89 1   △ 11 0   △ 124

741     880   △ 139   △ 158
軌

‐７

‐８

‐９

２０

率

＞
批
摯

積

＜

年 年 年 年

105            03     27

[107] 10.3 [04] [43]
10 6                 0 5       5 5

[112] 100 [12][122]
10 5                 0 8       7 7

[11 1]      98     [1 4]   [140]

10 1                06      6 1

[100]  95  Ю 5] [53]

年 年 年 年

103             ∠ゝ0 1    ∠ゝ05

[106] 103 [03] [25]
10 3                  0 2        1 6

[108] 101 [06] [64]
101            01     08

[106] 100 [06] [60]
99        01   11

[98]      98     [00]    [0 1]

年 年 年 年

[52] 46 [05][116]

[50] 42 [08][178]

[49]     39    [10]   [248]

[46]     37    [08]   [226]

総合費用

(X)

平成

17

18

19

20

億 円  億 円  億 円   %
36,147   36,86]   ∠ゝ715    ∠ヽ 1 9

36,743   37,758  ∠ゝ 1,015    ∠ヽ27

37,720   39,003  △ 1,283    △ 33

139,861   40,631   △773    ∠ヽ 19

億 円  億 円  億 円   %
3,125    3,098      27      09

3,226    3,189      37      12

3,35ti    3,282       74      22

3,197    3,420      76      22

兆円  兆円  兆円   %
23      24    ∠ゝ01    ∠ヽ44
24      26    ∠ゝ0 1    ∠ゝ58
24      217    ∠ゝ03   ∠ゝ 11 9

24      2H    ∠ゝ04   ∠ゝ 15 5

保険半‖又入
|

(Y)|

17

18

19

20

3(),099   31,097    △998    ∠ゝ32

30,312   32,297  ∠ヽ 1,985    ∠ヽ61

30,358   33,5,16  ∠ゝ 3,188    ∠195

30,1ド8   34,791  ∠ゝ・1,603   ∠ゝ 132

2,865    2,873     ∠ヽ 7    ∠10:〕

2,992    3,()00     ∠ヽ 8    ∠ゝ03
3,122    3,148    ∠ゝ 26    ∠ゝ08
3,256    3,285    ∠ヽ 29    ∠ゝ09

19     21   △01    △58
1 9      2:2    ∠ゝ03   ∠ゝ 154

19     24    △05   △228

1 7     25    ∠ゝ 07   /ゝ 289

17

ボ1年度末

積立金

(Z)

380,619 2,733 0.7

[386,6(i4] 377,8fJri 18,7781 [2.3]

3titfi,082 9,949 z.tr

1,112,s.15) 3?8,133 [34,812] le.2l
397,07i 15,750 4.1

U20,2,t61 3ft1,321 138,t)j5l [10.2]

40t,527 1s,s02 4.1

[39n,s29] 3H5,72ri fl2,8s31 [3.r]

32,102              115      04

[33,0791 31,988[1,091] [34]
33,180             907      28

[34,730]32,273[2,156] [76]
33,834             1,0()9      3 1

[35,563]32,825[2,73X] [83]
34,(,77            1,134      3.1

「34,32SJ 33,512 「785] 「2.31

[l17] 110 [07] [67]

[120] 108 [12][110]

[117] 106 [10] [99]

[108] 101 「041 [36]

1 1 1ν はゞ ベースで

注2'「生年金の実績推計については、用ili解説「厚Jl年金の実績推計」の項を参照のこと(,

注3再計算の数値は、llt礎年1金拠は1金に係る国庫。後ヽ経済負担について、平成 16年改正後のり1上げ分を反映した加工itで

ル)り 、年金数Fll部 会にて推言1‐ した。

注4「国
't済

1地共済」の実績については、年金数理部会にてlll計した。

注5私学共済の保険お}収入は都道府県補助金を含んでいる。
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補遺 1

平成 17年度以降の実績 と平成 16年財政再計算における

将来見通しとの比較のための加工について

平成 16年財政再計算における平成 17年度以降の将来見通 しには、平成 16年の告1度改正の内容は織 り込

まれているが、その後の制度改正は繊 り込まれていない。 したがって、平成 17年度以降の実績と平成 16

年財政再計算における将来見通 しとの比較において、単純に差をとっても、その差には制度改正要素に起

因するものも含まれることになる。そこで、財政に影響を与える制度改正を既存の平成 16年財政再計算に

おける将来見通しに反映させた推計を行い、その推計値と平成 17年度以降の実績 とを比較することにより、

制度改正要素に起因するものを除いた経済要素や人口要素などに限定した分析を行 うこととする。

具体的には、｀
「 成 16年財政再計算における平成 17～20年度の基礎年金拠出金に係る国庫 。公経済負担

については、平成 16年改正に基づき各制度とも基礎年金拠出金の (1/3+H/1000)相 当額として見込まれ

ているが、その後の制度改正により当該国庫・公経済負担が引き上げられている (図表 21-7参照)。 平成

17年度以降の具体的な負担 (Fl庫・公経済負担割合及び定額分)は法律にりl記 されていることから、平成

17年度以降のり1上げ分に‖1当 する額を14成 16勺i財政再計算における国庫 。公経済負担の1子 来見通 しの額

に加算し、実績と比較することによつて、基礎年金lt■出金に係るll ltti・ 公経済負■l害1合等の引上げによる

影響を除いている。

財政見通しにおける n年度の国川i。 公経済負担の加算額 (Kn(n=17～ 20))を 以下のとお りとする。(平

り茂21年度以降は Kn=0と する。)

Kn(n= 17～ 20)

=1子来見通 しにおける ■年度の基礎年金拠十日金

× (n年度の基礎年金拠出金の|,1カ 11・ 公経済負担ilil合 (1うえ17年度以降の11度改:|ほ を反映したもの)

― (1/3+H/1000))

+ 基礎年金拠出金のIJtti。 公経済負担の定額分 (平成 17年度以降の制度改正を反 lllk・ した 1,の )

実質的な文出額は、保険料収入 と1可 川i・ 公経済負IFlで賄 う費用であり、給付費、基礎年金拠出金、その

他拠出金の合計からi豊加費月]、 基礎年金交付金、その他交付金等収入を控除したもので表される。

実質的な文出額=給付費+基礎午金拠IJ金 +そ の他拠出金

―i■力1費用―基礎年金交付金―その他交付金等収入

上式には、保険料収入や国力li・ 公経済負担の項は含まれず、国llli。 公経済負担の増加は実質的な文出額

には影響を与えない。

一方、基礎年金拠出金に係る国lll・

‐。公経済負担の増加であることから、「実質的な支出一回庫 。公経済負

担」や基礎年金に関する支出 (=基礎年金拠出金 (国庫 。公経済負担分除く))をか!算額 (Kn)だ け減少

させ、基礎年金拠 |11金 が含まれない独自給付に関する支出 (=実質的な支出―「 lllll~・ 公経済負担―基礎年
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金拠出金 (国庫・公経済負担分除く))に は影響を与えない。また、国庫 。公経済負担の増加により収入が

増加するため、運用収入や積立金を増加させる。

運用収入は、前年度末積立金と当年度の運用収入以外の収支残、運用利回りから計算できる。n年度の

運用利回り(Bn)を 次のように定義する。

Bn=n年度の運用収入/(n-1年度末積立金+n年度の運用収入以外の収支残/2)

平成 16年財政再計算において、運用利回りには手を加えず、運用収入以外の収支残を、基礎年金拠出金

に係るll・l庫 。公経済負担の引上げによつて加工した結果とすることにより、運用収入にも、この制度改正

が反映されることとなる。具体的な変換は、前述のとおり ■年度の運用利回りを Bn、 国lll・

‐。公経済負担

の力‖算額を Knと すると、以下のとおりである。

【運用収入】:平成 16年財政再計算における平成 n年度運用収入(In(n=17～ ))を 次の(1う に加工する。

In  ―→  In+K17× (1+B17/2)x Πu=1〔卜n_1(1+Bu)XB"

+K18× (1+B18/2)× Πu=19～ n_1(1+Bu)× Bn

全制度共通
十Kn-lX(1+Bn-1/2)x Bn

+Kn× Bn/2

=In+[(Σ t=17～ n lKt× (1+Bt/2)× Πu=t,1～ nl(1+Bu)× Kt/2)]× Bn

平成 16年財政rf計算における14成 17年度以降の年度末横立金の加「li値は、 L記を総合させることによ

って得られる。具体的には、■ inLの 表記を用いて、平成 n旬=度 木積立金(An)は、Knに係る加11を 行 うと

次のような変換 となる。

【積立金1:14成 16年財政1与 計算における平成 17年度以降の年度末積t金を次のように変換する。記

号は これ までの記述 とllllじ。

全制度共通 I An → An+Σ t=17～ n Kt× (1+Bt/2)× Πu=t.1～n(1+Bu)
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ネ南縫詈2

平成 20年度末の積立金の実績 と

平成 16年財政再計算における将来見通 しとの乖離の要因分解について

平成 20年度末の積立金の実績 と平成 16年財政再計算における将来見通 し (平成 16年改正後の国庫 。公

経済負担引上げを反映 した加工値。以下同様。)の乖離の要因分解 (乖離に対する各要因の寄与分の計算)

は、以下のようにして行った。

図表 }2-4の要因分解

○ 平成 20年度末の積立金は、平成 16年度末積立金、平成 17～20年度の収支残を使って、次のように表

される。

20年度末積立金=16年度末積立金+Σ t=17～ 20(t年 度の収支残)

○ 収支残は、前年度末の積立金から影響を受ける「運用収入」と、前年度末の横立金からは影響を受け

ない「運用収入以外の収支残」に分けられる。

収支残=運サロ収入十運用収入以外の1又 支残

○ ネ IJ運 用利「|]り を、

名 Fl運用利 |IIIり =連月1収人/(前年度末積立金+運月1収入以外の収支残/2)

として算出する。このス ロ運用利[!|り を用いると、逆に運用収人を次式から算出することができる。

運用収入=l11年度末積 アヽ金×当年度の名日運り|]利「Jり

+当 年度の運用1又入以外の収支残×当年度の名 日運用利回 り/2

0 本年度末横、資金は、1前年度木積立金と｀
峰年度の運用収人以外の1又支残、当年度の運用収入の合計であ

るから、この運用収人の算出式を月1い ると、

本年度末千ずi立金=前年度木本Ji立 金× (1+当 年度の名‖運用利llJり )

+当 年度の運用収人以外の収支残× (1+」
`イ

ー
ト度の名 |1運用利回り/2)。 ― (1)

となる。

○ ここで、

An:平成 n年度末の積立金

Bn:｀ 14成 n年度の名日運用利|:Jり

Cn i｀
「 成 n年度の運用収入以外の収支残

とよ】ナ|ず、 テt(1)は

An=An_1× (1+Bn)+Cn× (1+Bn/2)・ ・・ (2)

と表されるが、14成 16年度木積立金、平成 17～ 20年度の各々の名目運用利1叫 り、平成 17～ 20年度の

各々の運用収入以外の収支残を式 (2)に繰 り返 し代入すると、平成 20年度末積 立金は次のようになる。

A2()=A16× Πt=17～ 20(1+Bt)十 Σt=17～20 Ct X(1+Bt/2)× Πu=t+1～ 2()(1+Bu)・ ・ 。(3)
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A16ヽ Bnヽ Cn(n=17～ 20)をすべて実績 (簿価ベース、時価ベース)と すれば、式 (3)は実績の平成 20年

度末積立金 (簿価ベース、時価ベース)と 一致する。また、A16ヽ Bnヽ Cn(n=17～ 20)をすべて平成 16

年財政再計算における将来見通 しとすれば、式 (3)は 平成 16年財政再計算における平成 20年度末積立

金 と一致する。

○ なお、私学共済では平成 18、 19年度において固定資産についての損益外減損処理を行っているため、

当該処理に係る額 Dnは乖離の要因となる (当該処理の無い制度や年度については Dn=0と 扱 う)。 本

乖離分析上当該処理は年度末に一括 して行われたものとすると、式 (3)は 次のようになる。

A20=A16× Πt=17～20(1+Bt)+Σ t=17～ 20 Ct X(1+Bt/2+Dt)x Πu=t+1～ 20(1+Bu)。 ・ 。
(4)

○ さらに名 目運用利回 り及び運用収入以外の収支残が将来見通しと異なつたことの寄与分について、以

下のように分析 した。

O n年 度の「名 目運用利回り」Bnを次式のとお り、「被用者年金全体の名 目賃金上昇率」Bbnと 「実質

的な運用利回 り」Banに分解する。

1+名 目運用利回 り=(1+実 質的な運用利回 り)× (1+被用者年金全体の名 目賃金上昇率)

1+Bn=(1+Ban)× (1+Bbn)。 ・ 。(5)

O n年 度の「運用収入以外の収支残」Cnは、(運用収入以外の収支残)=(保険料1又入)一 (給付費等)

と表すことができる。ここで 「給付費等」とは、保険料収入から運用収入以外の収支残を控除したもの

のことであり、給付イセや基礎年金拠出金などの支出額から、運用収入及び保険料収入以外の国庫負担、

基礎年金交付金などの収入額を控除したものである。

○ 保険料収入は、対象としている当該制度の名 目賃金上昇率に連動して変動 し、「給付7セ 等」は年金改定

率 (物価スライ ド率等)に連動して変動する 1)の と考えられる。

保険料収入 と当該制度の名 口賃金上昇率との関係については、名 目tt金上昇率がイli度 末における 1人

当たり標4t報酬額の前年比であり、標準報酬月額の改定は通常 9月 分からであることや納入月等も考慮

し、当年度の名 目賃金上昇率の半年分と前年度の名 日賃金 11昇率の半年分が保険料収入に織 り込まれる

ものと考える。

ここで、ひとつのモデルを考える。各年度末現在における 1人当たりの標準報酬額の比が、

前々年度末 前年度末 当年度木

標準報酬額の比 1 1+X (1+X)× (1+Y)

であるとし、この年度間において人数変動が起きないとする。

(1+X)X(1+Y)

6/Jヽ 月

1+X

6/Jヽ 月 6か 月6か月

1/

前年度末

ｒ
ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
！
―
―
ゝ
削 々年度末

前年度中の保険料
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当年度

ρ=

中の標準報Ell額 と前年度中の標準報酬額

1/2× (1+Ю +1/2× (1+X)× (1+Y)
1/2+1/2× (1+X)

の
　
　
　
〓

比を ρとすれば、

(1+X)× (1+Y/2)
1+X/2

ρ≒(1+X/2)× (1+Y/2)

運用収入以外の収支残の乖離分析の際には、このような半年分の調整を各彼用者年金制度と被用者年

金全体について以下のように行 うこととする。

制度の名 目賃金上昇率

=(1+当該制度の当年度名目賃金上昇率/2)× (1+当該制度の前年度名 日賃金上昇率/2)-1

被用者年金全体の名 目賃金上昇率 :Can

=(1+被月l者年金全体の当年度名 目賃金上昇率/2)

×(1+被用者年企全体の前年度名 日賃金上昇率/2)-1

-方、年金改定率と給付費等との関係についても、年金改定 (物価スライ ド)は通常 4月 分からであ

り当該年金の支払いは6月 からなので、年金改定率の影料は前年度 2か月分、当年度 10か月分が当年

度の給付費等に縦 り込まれるものと考えられるため、保険料収入と同様の考え方による処,1を 行 うこと

と
‐
l~る 。

O n年 度の「術1度υ)名 日tt金 _11,「率が 0%の場合の保険料収入」Cdnと 「年金改定率が0%の場合の給

付費等」Cenを以下のとお りとする。

制ltの 名「lti金上ケ1率が 0%の場合の保険料収入 :Cdn=保険料収入/(1+当 該制度の名 |ltt金 上昇率)

年金改定率が 0%の場合の給付費等:Cen=給 付費等/(1+年金改定率)

○ また市1度 の名 ‖賃金 11ケ |‐ 率と被用者年金制度全体の名日tt金上ケ「率の関係として、コイF度の「制度の

イ,11賃 金 li昇率υ)被サ|1者年金全体の名 Li tt金 上ケ「率に対する比率」Cbnと 、「年1金改定率の被りll汗年金

全体の名日tttt L昇率に対する比率」Ccnを 以下σ)と お りとする。

1:り度の名 |l it金 上ケ1率の被用者年金全体の名卜1賃金上ケ「率に対する比率 i Cbn

=(1+当 該制度の名‖tt金上昇率)/(1+被 用者年金全体の名日ti金 11ケ l率 )

年金改定率の彼り|]者年金全体の名 [l tt金上昇率に対する比率 :Ccn

=(1+年 金改定率)/(1+被 用者年金全体の名 日賃金上昇率)

○ すると、運用収入以外の収支残は、以下のように表されることになる。

運用収入以外の収支残 :Cn=保険オ1収人一給付費等

=Cdn× Cbn× (1+Can)~Cen× Ccn× (1+Can)。 ・ 。(6)

○ 式 (4)～ (6)に より、14成 20年度末の積立金 A20はヽ以下のように表されることになる。

A20=A16× Πt=17-20(1+Bt)+Σ t=17-20 Ct× (1+Bt/2+Dt)× Πu=t+1～ 2()(1+Bu)

=A16X Πt=17～ 20(1+Bat)× Πt=17～ 20(1+Bbt)

+Σ t=17-2()([Cdn× Cbn x(1+Can)一 Cen× Ccn× (1+Can)]× [1+(1+Bat)X(1+Bbt)]/2+Dt〕

×Πu=t+1～ 20(1+Bau)× Πuttt+1～ 20(1+Bau)・ ・ 。(7)
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推計式 (7)の 変数 A.6ヽ Banヽ Bbnヽ Canヽ Cbn、 Ccn、 Cdnヽ Cen(n=17～ 20)、 D18ヽ D19に 実績又は将

来見通 しの数値を次頁の表のように代入 していき、推計値 (1)～ (☆ )ま で計算 し、順次差をとることに

より各々の寄与を計算することができる。例えば、積立金計算の基礎的数値すべてに実績を入れれば、

平成 20年度末積立金の実績が得られる。また、積立金計算の基礎的数値すべてに将来見通 しを入れれ

ば、平成 20年度末積立金の平成 16年財政再計算における将来見通しが得 られる。

0 31個 の基礎的数 llrl‐ を順に、実績から将来見通 しへ入れ替え、式 (7)の値の差を計算することで、各基

礎的数値が将来見通 しと異なったことの寄与分を得ることができる。

なお、平成 17～ 20年度の各年度について Cbnと Ccnは同時に入れ替え、入れ替えたときの推計式

(7)の 値の差を、それぞれ平成 17～20年度の (運用収入以外の収支残における)「被用者年金全体の名   ‐

日賃金上昇率以外の経済要素が将来Jι通 しと異なったことの寄与」とした。

同様に Cdnと Cenも F・

‐
l時に入れ替え、入れ替えたときの推計式 (7)の値の差を、それぞれ平成 17～

20年度の (運用収入以外の収支残における)「人口要素等が将来見通 しと異なったことの寄与」とした。

平成 20年度末積立金の推計値一覧

|ザ イ1=イ
「

金 IJ共済+地共済 L■l共済 地共済 私学共済

(1)実績

Jヒ 円

[149.9]

億円   億円

480,911 「444,2121

億円   億円

85,711  [82,1451

億円   億円

395,200[362,067]

億円   億円

34,366[31,523]

(2)推計値 [146.0] 478,007 133,920 S5,867  [80,707] 392, 141 353,212 3,1,238 30,,144

(3)推計値 [1370] 462,307 400,927 83,826[76,382] 378,481 324,546 32.897 28,787

4)推計値 [139 1] 469,217 106,945 115[77,560] 384,102 329、 385 33.369 29.201

(5)イ倉′[it [11391] 106,860 85,096  [77,542] 381,025 329,318 33,365 29.198

6)推吉}値 [139.4] 469,825 107,475 85,254 177,687] 384,571 329,788 33,432 29,256

7)推 言1値 [139.8] 469,757 107,420 85,309  177,7371 384,148 329,683 33.398 29,227

8)推 :|‐ 値 「 35 5 )91,667 82,789  [75,617] 1369,622 319.050 32,229 2S,105

9)‖ Fi卜 1貞 [ 386 403,461 84,673  [77,343J 377,779 32,922 28,710

( 0)llil「 1貞 | 385 462,296 403,324 84,635[77,309] 377,661 326,014 32,918 28,706

( 1)推計値 [11〕8.9] 401,067 84,816  [77,4751 :378,328 326,593 32,978 28,758

(12)推計値 [138.31 463,891 104,726 85,054[77,6931 378,837 327,033 32,950 28,734

(13)推計値 [138 31 463,891 404,726 85,054[77,6931 378,837 327,033 33,328 29,061

(14)‖E:「イ直 [14121 450.028 417.550 82,362[78,177] 367,667 339,372 32,330 29,9591

(15)推 :1‐ 値 [145.0] 461,830 428,513 84,559[80,266] 377,271 348,247 33,153 30,722

(16)推計値 [144 9] 461,590 428,289 495[80,204] 377,095 348,08rD 33,147 30, 7 t7l
(17)推計値 [ 45.5] 462,975 429,577 84,807  「80,501J 378, 349,076 33,244 30,806]

(18)推計 lla‐ [ 44.6 464,721 431,207] 85,457[81, 379,264 350,089 33,247 30,809

(19)推計値 [ 44.6 464,721 431.207 85,457  [81, 379,264 350,089 33,234 30,797]

(20)推計値 [ 52.3] 459,521 459,5211 84,246「 84,246] 375,275 375,275 33,244 33,2441

(21)推論値 [157.3] 474,459] 87,001 187,001] 457 387.457 34,313 34,3131

(22)推計値 [157.1] 474,074 474,074 86,900  186,900] 387,174 34,306 34,306J

(23)推計値 [157.7] 475,393 475,393 388,215 388,215 34,387 34,387]

(24)将来見通 し [157.1] 479,707 479,707] 88,322[88,3221 391,385 391,385 34,412 34,412]
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第 3章◆平成 16年財政再計算結果との比較

補遺 3

年金給付費に対する賃金上昇率、物価上昇率の影響について (考察 )

(1)本補遺の問題意識

本章第 2節では、保険料や給付費が長期的には概ね名 目賃金上昇率に応 じて増減すると考えられるこ

とから、実質的な運用利回りを考え、また、積立金の実績 と平成 16年財政再計算との乖離に関し、名

目賃金上昇率が見通 しと異なった分を除いた、年金lll政 への実質ベースの影響について分析 している。

しかし、実際の年金制度では、受給者になつてからは、65歳までは賃金上昇率で、65歳以上は物爛1上

昇率で年金額が改定されていく (こ のほかにマクロ経済スライ ドによるスライ ド調整も歩)る が、ここで

の議論に本質的な影響を与えないし、簡 11にするため、ここでは考えない。)。 果たして、最初の長期的

な仮定は正 しいのであろうか。

以下では、「平成 16年財政再計算に基づく公的年金制度の財政検証」での分析をもとに、tt金上昇率、

物価上昇率の給付費に対する影響について考えてみる。このl14政 再計算結果に基づく財政検証では、財

政再計算に使用されたいくつかの前提の年金財政に及ぼす影響を分析するため、その前提を変更した試

算を行っている。その中に、年金制度や人日の要素は動かさずに、運用利

“

|り や賃金 L昇率といった経

済南t提 のみを変更 した場合の将来It計 がある。

その動かし方は次のようなものである。

基4tケース (財政再計算)

経済変更 1

経済変更 2

(2009年度以降の前提について動か している。)

このように、物価 L昇率は固定したままで、賃金 11舞‐率を変更している。そのため、賃金 L昇率の変

動の影響、すなわち、賃金 上昇率と固定 した物価 L夕|・ 率のどちらに、どのように影響されるかがlrtt察 で

きる。

(2)経済前提の給付費に対する影響

毎年度の年金給付費に影響する1)の としては、受給者数とそれぞれの年金額や支給停止の状況、さら

には新規裁定、失権の状況などがある。経済変動はその年金額の変動に影響を与える。

なお、 11記の変更したケースでは、運ナ11利回 りも1司 時に、わずかではあるが動かしている。給付費に

は、運用利回りは本来直接の影響はないが、横立金の運用収人の変動がマクロ経済スライ ドの掛かり方

に影響するため、給付額にも問接的に影響を与える。 しか し、ここでは、いずれかのケースでマクロ経

済スライ ドが適用されている期間については、観察対象期間としないので、結果として、運llltt「rllり の

変動の影響は考えなくていい。

この前提の影響を、定常状態におけるモデルで考えると、次のようになる.定常状態を考え、かつ、

将来のこととすると、すべての被保険者、受給者は財政再計算で見込んだ基礎率の通 りに被保険者にな

り、報酬を得、その後受給者となる。当然各年度の受給者数は変わらず、被保険者歴なども同じとなる。

運用利回り

3.2%

3.1

3.3

賃金上昇率   物佃1上昇率

2.1%     1.0%)

1.8        1.0

2.5        1.0
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第 3章◆平成 16年財政再計算結果との比較

1つ違っているのは、年金額である。年金額の算定の元となる報酎‖は、年度を経るに従い、全体に賃金

上昇率分大きくなつている。従つて、このような定常状態では、年金給付額は賃金上昇率で増カロしてい

く。

(3)前提を変更した場合の試算結果から見た影響

毎年度の給付費はその年度の受給者数と個々人の年金額で決まる。つまり、

給付費総額 = Σ個々人の年金給付額

= Σヤ1々 人の年金額 ×(1-支給停止割合)

=Σ R× L        。・・・・・①

ここに、piは受給者をグループ分けしたときの人数であり、人口要素を代表する。なお、これには支

給停止等の経済前提の動きに関係のない 1事項の影響も含めて考えることとする。また、biは plグルー

プの年金額の平均 とする。

ここで、経済前提のみを変更した場合、受給者数やその支給停止状況などは変化 しない。

つまり、①式のイ11金給付額 Lがスライ ドされるだけである。

さらに、

財政 II「 計算における n年度の給付費総額       An

経済前提を変更した場合の n年度の給付費総額     Bn
として、

Rn=Bn/An                         ・ ・ ・ ・ ・ °(D

とおくと、人口のイ11齢別の変JIJJが極端に動かない限り、近似的には、Rnか らは piと いう人口要素

の影響は概ね消え、財政 1呼 計算の基準時点からの給付の伸び率、つまり、経済nt提での報酬や年金改定

の影料の累 l:卜 の比であると,と なすことが出来る。

この Rnの伸び率を、

ρn=Rn+1/R11-1 ・・・・・ 。③

とr雌 くと、これは各年度の経済前提の違いによる給付費の伸びの違いとなる。

この Pの動きを1文|にすると、IX1 3-1の よ うになる。
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――厚生年金 経済変更 2

-― 厚生年金 経済変更 1

-一 回共済 +地共済 経済変更 2

-国 共済十地共済 経済変更 1

-私 学共済 経泄 更 2

-私 学共済 経瀬 更 1

経済変更2賃金:21→25

経済変更1賃金:21→ 18

2010 2015 2020 2025 2030 2035

図 経済前提が変わった場合の給付費の伸び率の比較

横 llillよ り下に推移 している曲線が、経済変更 1-11金 11昇率が低くなつた場合―であり、上に推移し

ている曲線が経済変更 2-賃金上昇率が高くなった場合―である。

最初の数年間1(2010句 i度まで)は、経済前撻は変更していないため、Pの llllき は 0である。その後

2020年度あたりまでは、グラフの数値は、経済変更 1でマイナス 0.1～ 015%、 経済変更 2で、プラス

0.1～ 0.2%の伸びがみられる。その後大きく動いているのは、マクロ経済スライ ドの適用lrJ間 の違いに

よるスライ ド調整の差の影響であるc2040年度頃から以降は、やや波がみられるもののほぼ横ばいであ

る。

(4)長期的な影響

経済要因の変動の長期的な影響は、図 31の 2040年度頃より後のところで観察できる。グラフをみ

ると、経済変更 1では、マイナス 0.3%のあた りを、経済変更 2では、プラス 0.4%の あた りを動いて

いる。この数値は、先に見た、経済前提の中の賃金 11昇率の基準ケースとの差と同じである。

この頃の受給者は、概ね財政再計算の基準時点以降に裁定された者であり、また、年次が後になるほ

ど、その被保険者期間も基準時点以降のみの者が増えていく (モデル計算に近づいてくる。)。

これは次のように考えることができる。将来推計では、性、年齢、加入期間別にグループ区分をし、

推計 していく。ある年度 (t)と その翌年度 (t+1)の 受給者を性、年齢別にグループ男1に 眺めてみると、

規模はもとt)と の出生状況によつて異なっているが、加入期間の分布は同じである。また、性別や年齢

別の分布も同じである。つまり、相似形をしているといえる。 1点違つているのは、年金額の基礎 とな
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る標準報酬である。 (t+1)年度の受給者は全体として、 (t)年度の受給者よりも一年後に動き出してい

る。そのため、標準報酬も1年分の賃金上昇率がかかることとなる。従って、経済前提を動かした場合

の影響は、その賃金上昇率にほぼ同じとなる。

ただ、グラフをみると、長い周期での理民動が見られる。これは、先ほどの②式から③式を出すときに、

人口の変動を1壌視して、①式のΣを無視した影響であり、人日の年齢構成の変動が、受給者の各年度に

おける年齢分布に影響し、各コーホー トのもつ総年金額への影響度合が変わってくるためと考えられる。

(5)短力1的 な影響

直近での様子は、2020年度頃までのJIJJき に現れている。それによると、経済変更 1でマイナス 0.1～

0.15%、 経済変更 2で、プラス 01～ 0.2%の伸びであり、賃金上昇率のほぼ 3分の 1程度の影響 となっ

ているc

これ は 、

ア.受給権者のi曇 去の報酬の伸びには、長期的な影響で見たような規則性がないこと

イ 現状では受給者数が増加しており、相対的に 65歳以上の受給権者の1;1合が多く、物価上昇率のみ

の改定の影響が出ていること

などが考えられる。

(1)で見た .kう に、財政 1与 計算結果に基づく財政検証では、物価上昇率をJIJJか した場合の試算は行つ

ていない。従つて、物価、賃金の両上夕l.率 が変動 した場合の 予想は困難である。ただ、本章第4針iでみ

ている実質的な運用利||]り は、物価上夕|"率 υ)実績と1呼 計算での見込みの違いの影響を考慮すると、実際

にはさらに大きなものでル)ろ うと考えらオじる。

(6)そ の他

・ if処分スライ ドによるtt金上昇率とのi韮 いや、1与 計算時点で解消していないマイナススライ ドυ)凍結

分は、

'tt4iケ

ース (財政 1lj計算)及び経済変更ケースのいずれのケースで 1)考慮されており、スt準ケ

ースからの離れ

't合

をみている今回の比1交 では、その影響は考えなくてrtし 、

・支出には、給付′tと 基礎年金拠出金がある。基礎年金拠出金の文出に占める害1合は、 14成 16イ |=‖オ政

1呼 計算によると、足下では、llrt生 午金と私学共済は約 1/3、 国共済と地共済では約 2割であるが、

将来的には厚生年金では 4制を超 し、共済では約 3害1と なるなど財政から見て 1,かなりのポリューム

となる。しか し、基礎年金拠出金 (D同 じ経済前提で伸びていくと仮定されているため、基礎年金拠出

金を含めた文出合計で見ても、各年度の影響は前頁の図とほとんど変わらないものとなる。

・ρn=Rn■1/Rn~1の長期的なIIJJ向 が、経済前提の中の賃金上昇率の基準ケースとの差と同じである

とい う状況は、仮に、Rn=Bn/Anが nに よらない定数倍になっていたとしても変わらない。この

ことは、物fllll li昇 率等も含む経済前提の設定が変動することにより同 一時点における給付費の規模が

変動するが、その影響は 11記の分析には現れないことを示す.
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